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令和２年度（２０２０年度）町田市健全化判断比率の審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づいて審査に付され

た令和２年度（２０２０年度）町田市健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類を審査した結果、次のとおりその意見を提出する。 
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令和２年度（２０２０年度）町田市健全化判断比率審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の種類 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定による審査 

なお、本審査は町田市監査基準に準拠して実施した。 

 

２ 審査の期間 

自 ２０２１年７月 ９日 

至 ２０２１年７月２７日 

 

３ 審査の対象 

令和２年度（２０２０年度）町田市実質赤字比率 

令和２年度（２０２０年度）町田市連結実質赤字比率 

令和２年度（２０２０年度）町田市実質公債費比率 

令和２年度（２０２０年度）町田市将来負担比率 

 

４ 審査の着眼点及び実施内容 

この健全化判断比率審査に当たっては、市長から提出された上記審査対象の健全化判

断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、地方公共団体の財政の健全化

に関する法律等関係法令の規定に準拠して作成されているか、また、各比率を適正に表

示しているかについて、通常実施すべき審査手続を実施した。 

 

第２ 審査の結果 

 

  審査に付された下記健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも関係法令の規定に準拠して作成され、各比率を適正に表示していると認められ

た。 

記 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（注）上記表中の「－」は、それぞれ実質赤字額、連結実質赤字額及び将来負担額がないことを表している。

　　なお、「０」と表示しないのは、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び将来負担比率ともにマイナス比率

　　（実質収支の黒字等）となるためである。

健全化判断比率 令和2年度（2020年度）

実 質 赤 字 比 率 －

連結実質赤字比率 －

実 質 公 債 費 比 率 0.5

将 来 負 担 比 率 －

（単位　％）

早期健全化基準 財政再生基準

011.25 20.00

35.00

30.00

350.00

016.25

025.00
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第３ 各比率の概要 

 

１ 実質赤字比率 

  実質赤字比率とは、標準財政規模※に対する一般会計等の赤字の割合である。 

 

一般会計等の実質赤字額 

実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

 

一般会計等は、一般会計及び鶴川駅南土地区画整理事業会計である。 

一般会計の実質赤字額は生じていない。表示上は赤字がないことを示す△を付けてい

る。 

実質赤字額の推移は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

  本年度の実質赤字比率は、次のとおりである。 
  

△４，１５２，８４４（千円） 

実質赤字比率  ＝ 

８０，７４３，８６０（千円） 

 

       ＝  △５．１４（％）→ 赤字がない「－」 

 

  実質赤字比率の推移は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

（注）上記表中の「－」は、実質赤字額がないことを表している。なお、（ ）内に参考として計算上の数値

を表示した。 

 

  ※標準財政規模とは、その地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示すもの

で、地方公共団体が通常水準の行政サービスを提供する上で必要な一般財源の目安となる数値である。  

標準財政規模の推移は、次表のとおりである。 

   （単位　千円）

標 準 財 政 規 模 79,400,416 79,102,926 80,743,860

平成30年度 令和元年度 令和2年度

（単位　千円）

平成30年度 令和元年度 令和2年度

実質赤字額 実質赤字額 実質赤字額

一 般 会 計 等 △ 2,398,845 △ 4,497,755 △ 4,152,844

（単位　％）

実 質 赤 字 比 率 ―　（△3.02) ―　（△5.68) ―　（△5.14)

平成30年度 令和元年度 令和2年度
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２ 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率とは、標準財政規模に対する全ての会計の赤字（又は資金不足額）

の割合である。 

 

（①実質赤字額＋②資金不足額）－（③実質黒字額＋④資金剰余額） 

連結実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

 

一般会計等と公営事業会計（公営企業会計を除く。）は、次表のとおり実質赤字額は生

じていない。 

赤字比率の推移は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

公営企業会計は、次表のとおり資金不足額は生じていない。 

赤字比率の推移は、次表のとおりである。 

  

 

 

 

 

 

本年度の連結実質赤字比率は、次のとおりである。 

 

    △１０，３５０，５１６（千円） 

連結実質赤字比率 ＝ 

８０，７４３，８６０（千円） 

 

         ＝  △１２．８１（％）→ 赤字がない「－」 

  

  連結実質赤字比率の推移は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 
（注）上記表中の「－」は、連結実質赤字額がないことを表している。なお、（ ）内に参考として計算上の

数値を表示した。 

②資金不足額 ④資金剰余額 赤字比率 ②資金不足額 ④資金剰余額 赤字比率 ②資金不足額 ④資金剰余額 赤字比率

病 院 事 業 会 計 0 2,095,584 △ 2.63 0 1,931,484 △ 2.44 0 2,955,703 △ 3.66

下 水 道 事 業 会 計 0 103,633 △ 0.13 0 559,542 △ 0.70 0 1,015,958 △ 1.25

合 計 0 2,199,217 △ 2.76 0 2,491,026 △ 3.14 0 3,971,661 △ 4.91

（単位　千円・％）

平成30年度 令和元年度 令和2年度

①実質赤字額 ③実質黒字額 赤字比率 ①実質赤字額 ③実質黒字額 赤字比率 ①実質赤字額 ③実質黒字額 赤字比率

一 般 会 計 等 0 2,398,845 △ 3.02 0 4,497,755 △ 5.68 0 4,152,844 △ 5.14

国民健康保険事業 会計 0 881,037 △ 1.10 0 656,833 △ 0.83 0 739,133 △ 0.91

介 護 保 険 事 業 会 計 0 859,352 △ 1.08 0 745,564 △ 0.94 0 1,482,938 △ 1.83

後期高齢者医療事業会計 0 76,982 △ 0.09 0 111,610 △ 0.14 0 3,940 0.00

合 計 0 4,216,216 △ 5.31 0 6,011,762 △ 7.59 0 6,378,855 △ 7.90

（単位　千円・％）

平成30年度 令和元年度 令和2年度

（単位　％）

連 結 実 質 赤 字 比 率 ―　（△8.07) ―　（△10.74) ―　（△12.81)

令和2年度平成30年度 令和元年度
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３ 実質公債費比率 

実質公債費比率とは、標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を

控除した額に対する一般会計等が負担する地方債償還金の割合である。 

 
 

   実質公債費比率   （①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦）－（⑧＋⑨＋⑩＋⑪） 
   （３か年平均）           ⑫－（⑨＋⑩＋⑪） 
 

①元利償還金の額（繰上償還額等を除く。） 

②減債基金積立不足額を考慮して算定した額 

③満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額） 

④公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 

⑤一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金 

⑥公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 

⑦一時借入金の利子 

⑧特定財源の額 

⑨事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 

⑩災害復旧費等に係る基準財政需要額 

⑪密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金及び準元利償還金（ただし、④～⑦に

係るものは、地方債の元利償還額を基礎として算入されたものに限る。） 

⑫標準財政規模 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ ②、③、⑦は該当の金額がないため表に記載していない。 

２ ⑫の単年度実質公債費比率欄が斜線なのは、⑫が分母のみに算入される値であり、実質公債費比

率の内訳にあたらないためである。 

 

 

実質公債費比率（３か年平均）の推移は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

＝ 

　(単位　％）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

（２８～３０年度平均） （２９～元年度平均） （３０～２年度平均）

実質公債費比率 △０．３ ０．０ ０．５

（単位　千円・％）

① 6,627,024 9.14 6,963,974 9.59 7,647,424 10.28

④ 1,171,264 1.61 1,283,161 1.77 1,133,179 1.52

⑤ 148,424 0.20 114,841 0.16 38,236 0.05

⑥ 238,585 0.33 238,105 0.33 244,004 0.33

⑧ 1,335,047 △ 1.84 1,899,356 △ 2.62 1,562,550 △ 2.10

⑨ 291,840 △ 0.40 294,138 △ 0.41 271,500 △ 0.36

⑩ 6,169,190 △ 8.50 5,821,640 △ 8.02 5,687,633 △ 7.65

⑪ 398,839 △ 0.55 396,625 △ 0.55 401,147 △ 0.54

⑫ 79,400,416 79,102,926 80,743,860

分子合計 △ 9,619 188,322 1,140,013

分母合計 72,540,547 72,590,523 74,383,580
△ 0.01326 0.25943 1.53261

単年度実質
公債費比率

平成30年度 令和元年度 令和2年度

金額
単年度実質
公債費比率

金額
単年度実質
公債費比率

金額
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４ 将来負担比率 

将来負担比率とは、標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控

除した額に対する一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の割合である。  

 

 
（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）－（⑨＋⑩＋⑪） 

⑫ 
 

 

①一般会計等の地方債の現在高 

②債務負担行為に基づく支出予定額 

③一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰入見込額 

④組合が起こした地方債の償還に係る負担等見込額 

⑤退職手当支給予定額に係る負担見込額 

⑥設立法人（土地開発公社等）の負債額等負担見込額 

⑦連結実質赤字額 

⑧組合の連結実質赤字額に係る負担見込額 

⑨地方債の償還額等に充当可能な基金 

⑩地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入見込額 

⑪基準財政需要額算入見込額 

⑫実質公債費比率の分母と同一 
 

 

将来負担比率の推移は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）⑥、⑦、⑧は該当の金額がないため表に記載していない。 

   

 

 

 

 

 

 

将来負担比率 ＝ 

（単位　千円・％）

金額 将来負担比率 金額 将来負担比率 金額 将来負担比率

① 75,563,026 104.1 79,989,964 110.1 87,482,916 117.6

② 2,283,884 3.1 1,954,246 2.6 1,866,569 2.5

③ 23,387,954 32.2 21,375,376 29.4 14,424,164 19.3

④ 201,806 0.2 74,342 0.1 22,813 0.0

⑤ 13,885,835 19.1 13,890,073 19.1 14,230,354 19.1

⑨ 24,611,630 △ 33.9 22,134,766 △ 30.4 24,787,572 △ 33.3

⑩ 18,094,069 △ 24.9 19,494,310 △ 26.8 20,066,295 △ 26.9

⑪ 77,870,388 △ 107.3 77,351,385 △ 106.5 78,319,175 △ 105.2

分子合計 △ 5,253,582 △ 1,696,460 △ 5,146,226

分母合計（⑫） 72,540,547 72,590,523 74,383,580
△ 6.9

平成30年度 令和元年度 令和2年度

△ 7.2 △ 2.3
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本年度の将来負担比率は、次のとおりである。 
 

 

△５，１４６，２２６（千円） 
将来負担比率 ＝ 

７４，３８３，５８０（千円） 
 

＝ △６．９（％）→ 実質的な将来負担がない「－」 

 

将来負担比率の推移は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 
（注）上記表中の「－」は、将来負担額がないことを表している。 なお、（ ）内に参考として計算上の数

値を表示した。 

（単位　％）

将 来 負 担 比 率 ― 　(△７.2) ― 　(△2.3) ― 　(△6.9)

令和2年度令和元年度平成３０年度


